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GX実現に向けたカーボンプライシング専門WG

出典：GX実現に向けたカーボンプライシング専門ワーキンググループ（第５回） 資料２より
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GX2040ビジョン概要

出典：経済産業省HP 2025年2月18日報道発表より
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脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律及び
資源の有効な利用の促進に関する法律の一部を改正する法律の概要
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GX推進法について（排出量取引制度）

（１）制度の骨格

１．国による指針の策定
■経済産業大臣は、排出枠の割当てに関する実施指針を策定し、当該指針において、事業者が脱炭素投資の実施等によ
り達成すべき排出削減目標の基準等を定める。【GX推進法第32条第1項】
２．排出目標量の提出・排出枠の割当て
■対象事業者は、二酸化炭素の直接排出量が一定規模（10万トン）以上である場合、実施指針に基づき、業種特性等
を考慮して算定される排出目標量等の事項を経済産業大臣に届け出なければならない。【GX推進法33条第1項】

経済産業大臣は、事業者からの届出の内容に基づき、実施指針にしたがって当該事業者に排出枠を無償で割り当てる。
【GX推進法第34条1項】
３．排出枠取引の実施

 対象事業者は、自らの排出量を算定し、第三者機関の確認を受けたうえで報告しなければならない。【GX推進法第35条
第1項及び第２項】

対象事業者は、割り当てられた排出枠の量に過不足が生じた場合には、排出枠の取引を実施する。【GX推進法第38条
第1項】

排出枠の取引を行うための市場については、GX推進機構が開設及び運営を行う。【GX推進法第111条第1項第6号イ】
経済産業大臣は、排出枠の取引価格について、上下限を定める。【GX推進法第39条第1項・第116条第1項】

４．排出枠の償却
■経済産業大臣は、毎年度、対象事業者の排出枠保有口座から、排出実績量と等量の排出枠を償却する。【GX推進法
第37条第1項】
※ 償却時に保有している排出枠が不足している事業者は、排出枠の不足量に応じた未償却相当負担金を支払わなければ
ならない。【GX推進法第41条第2項】

※GX推進法：脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（令和５年法律第32号）
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その他の勘案事項

①早期の削減努力 制度開始以前に基準となる削減率を超えて行った排出削減量を勘案して、割当量
を加算。【GX推進法第32条第2項第3号】

②製造拠点の国外移転のリ
スク

国外移転の可能性がある財（貿易材）の製造業に属する事業者について、収益に
占める排出枠調達コストの割合を考慮して割当量を加算。【GX推進法第32条第
２項第５号イ】

③研究開発投資の状況 前年度に実施したGX関連の研究開発のため投資額に応じて、割当量を加算。【GX
推進法第32条第2項第5号ロ】

④活動量 事業所の新設・廃止、生産量等の大幅な増減が生じた場合には、割当量を調整。
【第34条第2項】

GX推進法について（排出量取引制度）

（２）排出量枠の割当ての実施指針
＜実施指針の策定＞
■ 経済産業大臣は、以下を内容とする排出枠の割当ての実施に関する指針を定める。【GX推進法第32条第１項】

業種別の基準
主務省令で指定する
事業活動
※エネルギー多消費分野等を想定

業種別ベンチマークによる割当て（基準生産量×目指すべき排出原単位の水準）
【GX推進法第32条第２項第１号及び第３号並びに同条第３項】

その他の事業活動 グランドファザリング（年率削減方式）による割当て（基準排出量×（１－目指す
べき削減率））【GX推進法第32条２項第３号及び第３項】

○実施指針の概要

以下の事項を事業者ごとに個別に勘案
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GX推進法について（排出量取引制度）
（３）排出枠取引市場の設置・運営

＜GX推進機構による市場の設置＞
■ GX推進機構は、排出枠取引市場の設置及び運営を行う。【GX推進法第111条第1項第6号イ】

＜業務方法書の許可＞
■ GX推進機構は、市場参加者や、取引の方法に関する事項について記載した業務方法書を作成し、経済産業大臣の
認可を受けなければならない。【GX推進法第113条】

（４）価格安定化措置
＜排出枠の上限価格の設定＞
■ 経済産業大臣は、産業構造審議会の意見を聴いて、毎年度、排出枠の上限価格（参考上限取引価格）を定める。
【GX推進法第39条第1項】 ※あらかじめ複数年度の上限価格設定も可能（第39条第2項）
■市場における排出枠の不足時など、排出枠の取引が困難な場合（経済産業大臣が告示）、排出枠の量に参考上限
取引価格を乗じた額を納付した場合には、これに相当する排出枠を当該事業者が保有しているものとみなす。【GX推進法
第40条第3項】

＜排出枠の下限価格の設定＞
■ 経済産業大臣は、産業構造審議会の意見を聴いて、毎年度、排出枠の価格の調整措置を行う基準となる下限価格
（調整基準取引価格）定める。【GX推進法第116条第1項】※あらかじめ複数年度の下限価格設定も可能（第116
条第3項、第39条第2項）
■ GX推進機構は、市場における売買取引価格の平均が下限価格を下回る場合、排出枠を買い入れることができる。
【GX推進法第117条第1項】

■業務方法書に記載する事項【GX推進法第113条第３項】
①排出量取引市場において売買取引を行うことができる者
②売買取引の方法
③公正な売買取引を確保するために必要な措置
④売買取引の決済方法
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GX推進法について（化石燃料賦課金）

（５）化石燃料賦課金の徴収・財政支援に関する技術的措置

＜賦課金の徴収＞
 化石燃料賦課金の納付手続に関する規定【GX推進法第18条】
化石燃料賦課金の確実な徴収のために必要な措置（督促及び滞納処分）の整備【GX推進法第20条】
 化石燃料賦課金の適用除外に関する措置の整備（例：国外使用燃料等）【GX推進法第11条第２項、第15条】

＜戦略分野国内生産促進税制＞
 戦略分野国内生産促進税制のうち、GX分野の物資に係る税額控除に伴う一般会計の減収補填を規定。【GX推進

法第７条第１項】

●化石燃料賦課金
・化石燃料の使用に伴う二酸化炭素排出量に応じた金額を賦課するもの。転嫁を通じて社会全体で化石

燃料の使用に伴うコストを負担する仕組み。
・化石燃料の輸入業者等に支払い義務が課される。

●戦略分野国内生産促進税制
・産業政策や経済安全保障等の観点から、重要となる戦略分野のうち、特に生産段階でのコストが高いこ

となどの理由から投資判断が容易ではない分野を対象に、生産・販売量に応じた税額控除を措置するもの。
・GX関連製品（EV／FCV、グリーンスチール、グリーンケミカル、SAF）や半導体が対象。


